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建設計画
(根拠法:中部圏の都市整備区域、都市開発
区域及び保全区域の整備等に関する法律)
○知事作成・大臣同意
○政策区域ごとに､基本構想､人口､産業の
規模､土地利用､施設整備の大綱を定める

○現行計画
・平成１３年１０月決定
・計画期間 平成１３年度～平成１７年度

建設計画
(根拠法：近畿圏の近郊整備区域及び都市開
発区域の整備及び開発に関する法律)
○知事作成・大臣同意
○政策区域ごとに、人口、産業の規模、

土地利用、施設整備の大綱を定める
○現行計画
・平成１３年１０月決定
・計画期間 平成１３年度～平成１７年度

（改正前の整備計画）
○大臣決定
○政策区域の整備に関する事項で、その整備
に関する根幹的事項を定める

○現行計画
・平成１３年１０月決定
・計画期間 平成１３年度～平成１７年度

建設計画

中部圏開発整備計画
○大臣決定
○基本方針、根幹的施設の整備に関する事項
を定める

○現行計画（第４次）
・平成１２年３月決定
・計画期間 概ね１５年
・目指すべき圏域構造
「世界に開かれた多軸連結構造」

多様で特色ある資源や高度な産業・技術を
活かした連携・交流と中部国際空港を活かし
た重層的な国際交流を推進することで、４つ
の国土軸と国土軸を連結する６つの圏域軸を
形成

近畿圏整備計画
○大臣決定
○基本方針、根幹的施設の整備に関する事項

を定める
○現行計画（第５次）
・平成１２年３月決定
・計画期間 概ね１５年
・目指すべき圏域構造
「多核格子構造」
各都市・地域を活かして「核」を形成し、

さらに都市・地域間の重層的な連携によって
東西方向、南北方向に格子状に結びついた構
造

首都圏整備計画
（改正前の基本計画）
○大臣決定
○人口規模、土地利用、その他整備計画の
基本的事項を定める

○現行計画（第５次）
・平成１１年３月決定
・計画期間 平成１１～２７年度
・目指すべき圏域構造
「分散型ネットワーク構造」

業務核都市など拠点的な都市（広域連携拠
点及び地域の拠点）を中心に自立性の高い地
域を形成し、相互の機能分担と連携交流を行
う構造

整備計画

富山県、石川県、福井県、長野県、
岐阜県、静岡県、愛知県、三重県及び
滋賀県の９県

福井県、三重県、滋賀県、京都府、大阪府、
兵庫県、奈良県及び和歌山県の２府６県

東京都、埼玉県、千葉県、神奈川県、
茨城県、栃木県、群馬県及び山梨県の
１都７県

対象区域

昭和４３年 ６月２６日（第１次）

昭和５３年１２月２０日（第２次）
昭和６３年 ７月２５日（第３次）
平成１２年 ３月３０日（第４次）

昭和４０年 ５月１２日（第１次）
昭和４６年 ７月３０日（第２次）

昭和５３年１１月２９日（第３次）
昭和６３年 ２月 １日（第４次）
平成１２年 ３月３０日（第５次）

昭和３３年 ７月 ４日（第１次）
昭和４３年１０月 ２日（第２次）

昭和５１年１１月１２日（第３次）
昭和６１年 ６月 ５日（第４次）
平成１１年 ３月２６日（第５次）

整備計画
の推移

中部圏開発整備法（Ｓ４１．７．１）近畿圏整備法（Ｓ３８．７．１０）首都圏整備法（Ｓ３１．４．２６）根拠法

中部圏近畿圏首都圏

※国土総合開発法の抜本改正により、首都圏の基本計画と整備計画を統合し、首都圏整備計画に一本化。

一本化(※)

大都市圏整備計画の概要
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大都市圏整備に係る制度について（政策区域）

• 既成市街地等 …産業及び人口の過度の集中を防止し、かつ都市の機能の維持及び増進を図る必要がある市街地の区域

• 近郊整備地帯等 …既成市街地等の近郊でその無秩序な市街地化を防止するため、計画的に市街地を整備し、あわせて緑
地を保全する必要がある区域

• 都市開発区域 …既成市街地への産業及び人口の集中傾向を緩和し、首都圏の地域内の産業及び人口の適正な配置を
図るため、国土交通大臣が工業都市、住宅都市その他の都市として発展することを適当として指定する区域

○首都圏（昭和３２年１２月～） ○中部圏（昭和４３年１１月～）○近畿圏（昭和４０年５月～）
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首都圏の政策区域に関する諸制度の概要

既成市街地

近郊整備地帯

都市開発区域

○都道府県が
定める都市計
画の範囲の拡
大
（用途地域等）

○線引き義務

○開発許可の
規模要件の厳
格化

○都道府県が
定める都市計
画の大臣同意

○工業団地造
成事業に係る市
街地開発事業
等予定区域に関
する都市計画

○事業所税

○事業用資産の買換特例＜受
入＞
○固定資産税、不動産取得税
の不均一課税に伴う地方交付
税による減収補てん措置
○特別土地保有税の非課税

○都府県に対す
る起債充当率の
かさ上げ

○都府県に対す
る利子補給

○市町村に対す
る補助率のかさ
上げ

○市街化区域
内農地に対す
る宅地並み課
税

○中高層耐火
共同住宅建設
のための土地
等の買換・交
換特例

○事業用資産の買換特例＜追
出＞

都市計画 工業団地 財特 税制

※ このほか、首都高は首都圏整備法に基づき基本計画を定める（首都高法第30条第1項）



5

大都市圏整備に係る制度について（業務核都市）

・業務核都市…東京都区部における人口及び行政、経済、文化等に関する機能の過度の集中を是正し、これ

らの機能の東京圏における適正な配置を図るため、東京圏における東京都区部以外の地域にお
いてその周辺の相当程度広範囲の地域の中核となるべき都市の区域。
＜多極分散型国土形成促進法（昭和６３年６月法律第８３号）＞
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〔その他の機関〕

△ 5

○10
○13

△ 6 国際協力事業団関東支部（新宿区）
○11 陸上自衛隊第32普通科連隊（新宿区）

○ 9  陸上自衛隊武器補給処十条支処の一部
（北区）

○ 7 金属材料技術研究所（目黒区）
△14  宇宙開発事業団（港区）

○ 7 東日本貯金事務計算ｾﾝﾀｰ（台東区）

△11 ｱｼﾞｱ経済研究所（新宿区）

○ 9 法務総合研究所（千代田区）

△ 8 新東京国際空港公団（中央区）

○ 5 社会保険大学校（世田谷区）

○元 税関研修所（新宿区）
○ 8 運輸研修所（豊島区）
○10 科学警察研究所（千代田区）
△14 日本原子力研究所（千代田区）

・社会保障研究所
・農用地整備公団
・北海道東北開発公庫

廃止

△10 動力炉・核燃料開発事業団
（港区）

茨城県那珂郡東
海村

○ 7 醸造試験所（北区）広島県東広島市

△ 8 本州四国連絡橋公団(港区)兵庫県神戸市

さいたま新都心地区

さいたま市

川口市
柏市

浦安市

千葉市

成田市

印旛郡

清瀬市

国分寺市

立川市 府中市

川崎市

横浜市

相模原市

小田原市

○ 4

つくば市

朝霞地区
和光市

霞ヶ浦地区

（平成１８年３月現在）

［ 凡例 ］

○：移転済の機関（国の機関等）
△：移転済の機関（特殊法人）
●：未移転の機関（国の機関等）
▲：未移転の機関（特殊法人）
記号の後ろの数字は移転時期（年度）

（ ）は、移転前の場所

△ 9
△15
△15

△15
△15

労働福祉事業団（千代田区）
公害健康被害補償予防協会（港区）
新ｴﾈﾙｷﾞｰ･産業技術総合開発機構
（豊島区）
緑資源公団（千代田区）
金属鉱業事業団（港区）

○ 7 
○14
○16 

●
●
●

国立王子病院（北区）
自治大学校（港区）
独立行政法人国立国語研究所
（北区）
国文学研究資料館（品川区）
国立極地研究所（板橋区）
統計数理研究所（港区）

○12
○13
○13

●

東京外国語大学（北区）
警察大学校（中野区）
東京外国語大学附置ｱｼﾞｱ･ｱﾌﾘｶ言
語文化研究所（北区）
国立医薬品食品衛生研究所

（世田谷区）

○15 情報通信政策研究所（目黒区）

○ 4 産業安全研究所（港区）

○ 6 陸上自衛隊東部方面音楽隊等９部
隊（新宿区・北区等）

○元
○ 5
△15

宇宙科学研究所（目黒区）
外務省研修所（文京区）
国民生活ｾﾝﾀｰ（港区）

○ 5
○ 5
○ 5
●
△11 
△14
△14
△14
△16
▲
▲

中央水産研究所（中央区）
関東運輸局（千代田区）
航海訓練所（千代田区）
日本学術会議（港区）
雇用促進事業団（北区）
運輸施設整備事業団（千代田区）
日本鉄道建設公団（千代田区）
都市基盤整備公団（千代田区）
日本育英会（新宿区）
年金資金運用基金（千代田区）
日本道路公団（千代田区）

印刷局研究所（北区）

○12年

2～5月

△14

関東管区警察局、関東管区行政監察局、東京防衛施設局、東
京矯正管区、関東地方更生保護委員会、関東財務局、関東信
越国税局、関東信越国税不服審判所、関東信越地方医務局、
関東農政局、東京肥飼料検査所、東京農林水産消費技術セン
ター、関東通商産業局、関東郵政監察局、関東郵政局、東京
貯金事務センター、関東地方建設局（以上、千代田区、港区、
目黒区等）

水資源開発公団（港区）

税務大学校若松町校舎（新宿区）
国立公衆衛生院（港区）

新技術事業団（千代田区）

印西市
東京都２３区

［ 注 ］
機関の名称及び移転先は、移転時のものである。

なお、移転後において、組織改変により、名称変
更等されたものがある。

国の行政機関等の移転
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国会等の移転に関する主な経緯

国会等の移転に関する決議 （Ｈ２．１１ 衆・参本会議で採択)

国会等の移転に関する法律 （Ｈ４．１２施行、議員立法）

Ｈ１２．５．１８ 決議
答申を踏まえ、移転先候補地の絞込みを行
い、2年を目途にその結論を得る。

国会等の移転に関する法律の一部改正 （Ｈ８．６ 施行、議員立法)

「国会の意思を問う方法」について検討を重ねてきたが、国会等の移転は、国と地方の新た
な関係、防災、危機管理のあり方など、密接に関連する諸問題に一定の解決の道筋が見えた
後、大局的な観点から検討し、意思決定を行うべきものであるとの意見が多くを占めた。

当協議会としては、今後は、上記意思決定に向けた議論に資するため、分散移転や防災、
とりわけ危機管理機能（いわゆるバックアップ機能）の中枢の優先移転などの考え方を深めるた
めの調査、検討を行うこととする。

衆議院 国会等の移転に関する特別委員会

衆・参 国会等の移転に関する特別委員会 設置 （Ｈ３．８）

参議院 国会等の移転に関する特別委員会

※ 国会等の移転に関する特別委員会は、衆
参とも第１５６回国会（Ｈ１５．７会期末）の後は
設置されていない。

国会等移転審議会 設置
(国会等の移転先の候補地の選定等について調査審議)
（Ｈ８．１２ 総理府に設置)
国会等移転審議会答申 （Ｈ１１．１２）

→内閣総理大臣から国会に報告

Ｈ１５．５．２８ 中間報告 （5.29本会議報告）

過去１２年間にわたる議論を通じ、委員会
の大半の意見は「移転を実現すべし」とする
ものであった。

最終段階における議論としては、直ちに
国会等の移転を決すべきとの意見もあった
が、社会経済情勢の変化を十分に踏まえ、
移転の規模・形態等について、さらに議論を
続けるべきとの方向であり、特に、審議会答
申を基本とした上で、国会等を分散して移
転すべきとの新たな発想が示された。

両院の密接な連携の下に検討を進め結
論を得られるよう要請する。

Ｈ１５．６．１１ 中間報告 （6.13本会議報告）

直ちに移転すべきかどうかについては、
議論が収斂するには至らなかった。

しかし、大地震等にさらされた場合、深刻
な危機を招来することになりかねないことから
、本委員会としては、今日の経済財政情勢、
国民の合意形成の状況等を勘案し、防災対
応機能、危機管理機能の中枢を優先して移
転させるとともに、その他の機能についても、
移転先を決定し、移転を実施すべきものと考
える。

引き続き、両院の密接な連携の下に議論
を進めることが必要と考える。

国会等の移転に関する政党間両院協議会 設置 （Ｈ１５．６．１６) （これまでに15回開催）
事務局（H17設置）：衆議院（災害対策調査室、国土交通調査室），

参議院（内閣調査室、国土交通調査室）
「座長とりまとめ」 （Ｈ１６．１２．２２） →衆・参の議院運営委員長に報告

国会等移転調査会 設置

(移転の対象の範囲,移転先の選定基準等について調査審議)

(Ｈ５．４ 総理府に設置)

国会等移転調査会報告（Ｈ７．１２）

→内閣総理大臣から国会に報告

○ 答申後の国会の動き○ 審議会答申までの動き

・移転先候補地として、北東地域の「栃木・福島地域」又は東海
地域の「岐阜・愛知地域」を選定する。
・「三重・畿央地域」は、他の地域にない特徴を有しており、
将来新たな高速交通網等が整備されることになれば、移転先候
補地となる可能性がある。
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0

10
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40

1954 59 64 69 74 79 84 89 94 99 2004

（転入超過数：万人）

（年）

東京圏

名古屋圏

関西圏

地方圏

-8.8万人
（地方）

0.8万人
（名古屋）

-2.1万人
（関西）

10.１万人
（東京）

地方圏からの転出超過ピーク（1961年）

21.1万人

6.3万人

-65.1万人

地方圏

（2004年）

三大都市圏及び地方圏の人口移動（転入超過数）の推移

地方圏から三大都市圏への人口流入は、1961年の65.1万人をピークに収束傾向にあり、2004年には8.8万人

まで減少している。

37.7万人

工場等立地規制

市街化する近郊部指定

工業都市の指定開始

業務核都市
指定
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首都圏の人口、自然増減、社会増減の推移

20,000
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25,000

27,500

30,000

32,500

35,000

37,500

40,000

42,500

45,000
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350
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社会増減

自然増減

(千人) (千人)

(年)

資料：国勢調査及び10月１日推計人口（総務省）、都道府県別将来推計人口（国立社会保障・人口問題研究所）

H17：42,372千人

及び国土交通省国土計画局資料より作成

①

②

③

★★

 第五次首都圏基本計画に
 おける推計値
　 H23：41,900千人（ピーク）
　 H27：41,800千人

昭和 22 32 42

推計に用いた移動率
①東京集中型

東京圏の転入超過数が最大（地方圏の転出超過数が最大）
であった年を含む1986～1988年の移動率を将来にわたって
固定

②直近移動率固定型
直近年（2002年～2004年）の移動率を将来にわたって固定

③地方分散型
東京圏が転出超過（地方圏が転入超過）であった年を含む
1993～1995年の移動率を将来にわたって固定

首都圏の人口推計

①43,188千人

②42,874千人

③41,811千人

①41,888千人

②41,166千人

③38,902千人

(注)首都圏＝東京都、埼玉県、千葉県、神奈川県、茨城県、栃木県、群馬県及び山梨県の１都７県
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近畿圏の人口推計

資料：国勢調査及び10月1日推計人口(総務省)、都道府県別将来推計人口(国立社会保障・人口問題研究所)
及び国土交通省国土計画局資料より作成
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①

②

③

昭和

近畿圏の人口、自然増減、社会増減の推移

0

(千人) (千人)

(年)

Ｈ17：23,581千人

推計に用いた移動率
①東京集中型

東京圏の転入超過数が最大（地方圏の転出超過数が

最大）であった年を含む1986～1988年の移動率を将来

にわたって固定

②直近移動率固定型

直近年（2002年～2004年）の移動率を将来にわたって

固定

③地方分散型

東京圏が転出超過（地方圏が転入超過）であった年を含

む1993～1995年の移動率を将来にわたって固定

社会増減
自然増減

③23,101千人
①23,056千人
②22,878千人

③21,344千人
①21,253千人
②20,828千人

第5次近畿圏基本整備計画
における推計値
Ｈ19：23,670千人(ピーク)
Ｈ27：23,440千人

(注)近畿圏＝京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、和歌山県、滋賀県、三重県、福井県の２府６県
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資料：国勢調査及び１０月１日推計人口（総務省）、都道府県別将来推計人口（国立社会保障・人

口問題研究所）及び国土交通省国土計画局資料より作成

千人

(注)中部圏＝富山県、石川県、福井県、長野県、岐阜県、静岡県、愛知県、三重県及び滋賀県の９県

中部圏の人口、自然増減、社会増減の推移
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60 62 H元 3 5 7 9 11 13 15 17 22 27 32 37 42 （年）

（千人）

-40

-20

20

40

60
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180

（千人）

社会増減

自然増減

②
①

③

Ｈ17：21,705
第四次中部圏基本開発整備
計画における推計値
Ｈ20：21,820千人（ピーク）
Ｈ27：21,620千人

①21,498千人
②21,421千人
③21,562千人

①20,014千人
②19,840千人
③20,132千人

推計に用いた移動率
①東京集中型

東京圏の転入超過数が最大（地方圏の転出超過数が

最大）であった年を含む1986～1988年の移動率を将来

にわたって固定

②直近移動率固定型

直近年（2002年～2004年）の移動率を将来にわたって

固定

③地方分散型

東京圏が転出超過（地方圏が転入超過）であった年を含

む1993～1995年の移動率を将来にわたって固定

中部圏の人口推計
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三大都市圏の対全国人口シェア推計

資料：大計課推計結果（2006年３月）②直近移動率固定型による。

（注）推計方法

　　　　　　生残率と出生率は、社人研仮定値（2002年３月推計）を近年の実績値（2000.10～2004.9）を踏まえて独自に補正した。

　　　　　　移動率は、新たに2002～2004年の移動率が将来も続くと仮定した。また、2005年値は同年国勢調査要計表人口で合計調整した。

　　　　　　（2005年国勢調査速報値ベースの推計）

95 47.2 49.8 地方圏

104 9.1 8.8 名古屋圏

98 14.1 14.5 関西圏

110 29.6 27.0 東京圏

2030年2005年

2005年人口を
100とした時の2030年
人口の指数

対全国シェア（％）

※ 東京圏 ：東京都、神奈川県、千葉県、埼玉県

関西圏 ；大阪府、京都府、兵庫県、奈良県

名古屋圏：愛知県、岐阜県、三重県

地方圏 ：上記三圏以外の都道府県
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首都圏の人口推移
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三大都市圏政策区域の人口推移

近畿圏の人口推移
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中部圏の人口推移
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名古屋市 都市整備区域（名古屋市を除く） 都市開発区域 その他

（資料）

2005年人口までは国勢調査（総務省）、2010年以降人口は
国土交通省国土計画局大都市圏計画課推計結果(2006年３月
推計、②直近移動率固定型）による。

（→推計値） （→推計値）

（→推計値）
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首都圏の主な都市の人口ピラミッド
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 0- 4歳

10-14歳

20-24歳

30-34歳

40-44歳
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60,00040,00020,0000 02,0004,0006,0008,000

 0- 4歳

10-14歳

20-24歳

30-34歳

40-44歳

50-54歳

60-64歳

70-74歳

80-84歳

8,0006,0004,0002,0000

2030年(男) 2000年(男) 2030年(女) 2000年(女) 2030年(女) 2000年(女)2030年(男) 2000年(男) 2030年(女) 2000年(女)2030年(男) 2000年(男)

都心８区 さいたま市 取手市

(人) (人) (人)

資料：2000年人口は国勢調査、2030年人口は国土交通省国土計画局大都市圏計画課推計結果（直近移動率固定型）
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取手市
111,329
-4,664

狭山市
158,096
-3,364

旭区
249,708
-3,128

三郷市
128,261
-2,786

富津市
50,161
-2,678

練馬区
692,225
+34,093

江東区
420,831
+43,991

江戸川区
653,882
+33,929

※都心８区：
千代田区、中央区、港区、
新宿区、渋谷区、豊島区、
台東区、文京区

都心８区※

1,435,856
+103,130

1.0％以上減

0.5～1.0％減

0.0～0.5％減

0.0～0.5％増

0.5～1.0％増

1.0～2.0％増

2.0％以上増

年平均人口変化率

資料：国勢調査より国土交通省国土計画局作成

市町村名

2005年人口

人口増減数
（2000年～2005年）

凡 例

既成市街地及び近郊整備地帯人口変化（2000-2005） ここ数年、

中心部への人口回帰が

進む一方で、周辺部では

人口減少が進む地域が

出現している。

「中心部への人口回帰」と「周辺部での人口減少」
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産業関連諸機能の分布を、三大都市圏と地方圏の従業者数等の割合でみると、国際、情報等の高次機能が東京圏に集中してお
り、情報機能はこのところ集中度合いを高めている。

（１）金融（国内銀行貸出残高） （％）

1955年 1965年 1975年 1985年 1995年 2005年

 三大都市圏 72.2 77.9 76.9 77.0 74.5 70.2

 (東京圏) 38.7 46.9 49.2 53.4 52.0 48.9

 (関西圏) 24.8 23.4 21.3 18.2 17.0 15.4

 (名古屋圏) 8.7 7.7 6.5 5.4 5.5 6.0
 地方圏 27.8 22.1 23.1 23.0 25.5 29.8

（出典）日本銀行「金融経済統計月報」をもとに国土交通省国土計画局作成。
（注）１．各年９月末現在。
　　　２．1955年、65年は沖縄県を除く。

（２）国際（外国法人数） （％）

1965年 1975年 1985年 1995年 1999年 2004年

 三大都市圏 99.0 96.2 96.0 96.0 96.9 93.4

 (東京圏) 84.5 86.4 87.6 87.5 90.1 85.4

 (関西圏) 13.7 9.3 7.7 7.5 5.9 5.7

 (名古屋圏) 0.8 0.5 0.7 0.9 0.9 2.3
 地方圏 1.0 3.8 4.0 4.0 3.1 6.6

（出典）国税庁「国税庁統計年報」をもとに国土交通省国土計画局作成。
（注）1965年、75年は沖縄県を除く。

（３）情報（情報サービス・調査、広告業従業者数） （％）

1969年 1975年 1986年 1991年 1996年 1999年 2004年

 三大都市圏 77.5 75.5 76.7 75.0 75.2 75.6 77.7

 (東京圏) 52.5 53.5 57.5 55.2 55.1 56.0 59.3

 (関西圏) 19.3 16.8 14.2 14.5 14.3 13.8 12.9

 (名古屋圏) 5.7 5.2 4.9 5.3 5.8 5.9 5.4
 地方圏 22.5 24.5 23.3 25.0 24.8 24.4 22.3

（出典）総務省「事業所・企業統計調査」をもとに国土交通省国土計画局作成。
（注）１．1969年は沖縄県を除く。
　　　２．1991年については、長崎県島原市、深江町は調査の対象から除かれている。
    　３．1999年の調査対象は民営事業所のみ。
　　　４．2004年の調査項目は「情報サービス」、「広告従業者数」。

（％）

1966年 1975年 1986年 1991年 1996年 1999年 2004年

 三大都市圏 57.9 56.0 57.6 59.2 59.1 58.9 58.1

 (東京圏) 35.2 33.0 34.9 36.1 36.2 35.4 35.5

 (関西圏) 15.2 15.7 15.5 15.5 15.2 14.9 14.0

 (名古屋圏) 7.6 7.3 7.3 7.6 7.7 8.6 8.7
 地方圏 42.1 44.0 42.4 40.8 40.9 41.1 41.9

（出典）総務省｢事業所・企業統計調査」をもとに国土交通省国土計画局作成。
（注）１．1966年は沖縄県を除く。
　　　２．1991年については、長崎県島原市、深江町は調査の対象から除かれている。
    　３．1999年の調査対象は民営事業所のみ。

（５）業務管理（資本金10億円以上の本社数） （％）

1955年 1965年 1975年 1985年 1995年 1999年 2004年

 三大都市圏 89.9 89.3 83.9 83.1 81.6 79.1 79.2

 (東京圏) 63.3 61.1 58.4 59.4 58.5 56.0 58.0

 (関西圏) 23.7 22.5 20.1 18.3 17.2 16.7 14.9

 (名古屋圏) 3.0 5.7 5.4 5.5 5.9 6.4 6.3
 地方圏 10.1 10.7 16.1 16.9 18.4 20.9 20.8

（出典）国税庁「国税庁統計年報」をもとに国土交通省国土計画局作成。
（注）1955年、65年、75年は沖縄県を除く。

（６）研究開発（学術研究機関従業者数） （％）

1966年 1975年 1986年 1991年 1996年 1999年 2004年

 三大都市圏 64.7 66.9 65.0 61.7 63.6 71.2 69.1

 (東京圏) 45.8 49.2 46.5 41.6 45.7 53.5 53.3

 (関西圏) 14.0 13.5 13.8 15.2 12.6 13.3 11.5

 (名古屋圏) 4.9 4.2 4.8 4.9 5.2 4.4 4.3
 地方圏 35.3 33.1 35.0 38.3 36.4 28.8 30.9

（出典）総務省｢事業所・企業統計調査」をもとに国土交通省国土計画局作成。
（注）１．1966年は沖縄県を除く。
　　　２．1991年については、長崎県島原市、深江町は調査の対象から除かれている。
    　３．1999年の調査対象は民営事業所のみ。

　　　４．2004年の調査項目は「学術・開発研究機関従業者数」。

（４）対事業所サービス（産業連関表｢対事業所サービス｣の範囲の産業(除情報)従業者数）

圏域別の産業関連諸機能の従業者数等の割合
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本社・本店数 ／ シンクタンク数 対全国シェア

41.4%

17.1%

15.4%

0.0%

20.0%

40.0%

60.0%

80.0%

2002年
平成14年

首都圏 近畿圏 中部圏
2004年 割合

東京圏 168 56.9%
名古屋圏 11 3.7%
関西圏 38 12.9%
地方圏 78 26.4%
全国計 295 -

総合研究開発機構（NIRA）「シンクタンク年報」に
掲載されたシンクタンク数

出典：日本政策投資銀行「2005年度版地域ハンドブック」をもとに
　　　国土交通省国土計画局作成

○本社・本店数

資料：国税庁「国税庁統計年報書」
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○法人数等のシェア

資料：国税庁統計情報（法人税，2004年度分）より作成

資本金１０億円以上
の本社数 58.0%

所 得 金 額 51.1%

外国人法人数 85.4%

東京圏の法人数等のシェア ／ 訪日外客訪問地 訪問率（複数回答）

○訪日外客訪問地 訪問率
（複数回答）

出典　国際観光振興機構（ＪＮＴＯ）「訪日外国人旅行者調査」

資料）「数字でみる観光」　1998、2003、2005

27.0%

12.1%

9.7%

5.2%

5.2%

5.0%

7.1%

54.5%

15.8%

15.2%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0%

東京都

大阪府

神奈川県

京都府

千葉県

愛知県

兵庫県

北海道

福岡県

奈良県
１

位
２

位
３

位
４

位
５

位
６

位
７

位
８

位
８

位
1
0位
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三大都市圏における市町村数の状況及び政令指定都市・中核市・特例市の状況

○市町村数の状況（市数は政令指定都市を含み、特別区を含まない。）

（市町村計）

全国 首都圏 近畿圏 中部圏 茨城県 栃木県 群馬県 埼玉県 千葉県 東京都
神奈川

県
山梨県 富山県 石川県 長野県 岐阜県 静岡県 愛知県 福井県 三重県 滋賀県 京都府 大阪府 兵庫県 奈良県

和歌山
県

H７.４.１.
現在 663 1,994 577 3,234 519 430 611 86 49 70 92 80 41 37 64 35 41 120 99 74 88 35 69 50 44 44 91 47 50

H18.４.１.
現在 779 844 197 1,820 346 253 334 44 33 39 71 56 39 35 29 15 19 81 42 42 63 17 29 26 28 43 41 39 30

○政令指定都市・中核市・特例市の状況（H18.４.１.現在。括弧内の数値はH17国勢調査要計表人口（単位：万人）。）

全国 首都圏 近畿圏 中部圏 茨城県 栃木県 群馬県 埼玉県 千葉県 東京都
神奈川

県
山梨県 富山県 石川県 長野県 岐阜県 静岡県 愛知県 福井県 三重県 滋賀県 京都府 大阪府 兵庫県 奈良県

和歌山
県

15 4 4 2
さいた
ま(118)

千葉
(92)

横浜
(358)、
川崎
(133)

静岡
(70)

名古屋
(222)

京都
(147)

大阪
(263)、
堺(83)

神戸
(153)

36 5 5 8
宇都宮
(46)

川越
(33)

船橋
(57)

横須賀
(43)、
相模原
(63)

富山
(42)

金沢
(45)

長野
(38)

岐阜
(40)

浜松
(80)

豊田
(41)、
豊橋
(37)、
岡崎
(35)

高槻
(35)、
東大阪
(51)

姫路
(48)

奈良
(37)

和歌山
(38)

39 13 14 8
水戸
(26)

前橋
(32)、
高崎
(25)

川口
(48)、
所沢
(34)、
越谷
(32)、
草加
(24)

小田原
(20)、
大和
(22)、
平塚
(26)、
厚木
(22)、
茅ヶ崎
(23)

甲府
(19)

松本
(23)

沼津
(21)、
富士
(24)

春日井
(30)、
一宮
(37)

福井
(25)

四日市
(30)

大津
(30)

豊中
(39)、
吹田
(35)、
枚方
(40)、
茨木
(27)、
八尾
(27)、
寝屋川
(24)、
岸和田
(20)

尼崎
(46)、
明石
(29)、
加古川
(27)、
宝塚
(22)

政令指定都市
（人口５０万以上で政令で指定する
市。人口その他都市としての規模、
行財政能力等において既存の指定
都市と同等の実態を有するとみら
れる都市を指定。）

中核市
（人口３０万以上で政令で指定する
市。ただし、人口が５０万未満の場
合は、面積１００㎢以上であるこ
と。）

特例市
（人口20万以上で政令で指定する
市。）

市 町 村
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鉄道の通勤・通学時の最混雑区間における平均混雑率等の推移

出典：国土交通省ホームページ
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（注）
交通渋滞発生状況：
１月１日～12月31日の期間、午前７時～午後７時までの12時
間の東京都内一般道路、首都高速道路における調査による。
道路上の車両交通が滞り、走行速度が20km／ｈ未満になっ
た状態を「渋滞」とする。

東京圏における、鉄道の通勤・
通学時の最混雑区間の平均混雑
率・輸送力・輸送人員
（再掲）

（注）
１．輸送力及び輸送人員：１９７５年を１００とした値。
２．（混雑率）＝（輸送人員）／（輸送力）＊１００で算定され、概
ね以下のような 状況となる。
１００％ ： 定員乗車（座席につくか、吊革につかまるか、ドア

付近の柱につかまることができる。
１５０％ ： 広げて楽に新聞を読める。
１８０％ ： 折りたたむなど無理をすれば新聞を読める。
２００％ ： 体がふれあい相当圧迫感があるが、週刊誌程度な

ら何とか読める。
２５０％ ： 電車がゆれるたびに体が斜めになって身動きがで

きず、手も動かせない。
３．調査対象圏域：東京圏とは東京駅を中心に半径５０㎞の区
間のうち主要 ３１区間による。

（％）

東京圏における、鉄道定期券利用者の
平均通勤・通学所要時間

東京都における一般道路・首都高速道路の
交通渋滞発生状況

（平日昼間渋滞距離／h）

（注）
調査対象圏域：
東京駅まで鉄道所要時間が２時間以内。また、東京都２
３区への通勤・通学者比率が３％以上かつ通勤・通学者
が500人以上、さらにこれらの行政区と連担する地域も考
慮。

（年）

221

100

136

156
164

100

127

176

192

203

212214

混雑率
171%
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150
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130
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66.1

68.2分68.9

65.6

63
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（出典）国土交通白書（平成１６年度）、国土交通省「H14大都市交通センサス調査」、警視庁交通部「都内の交通渋滞統計」をもとに国土交通省国土計画局作成。

９４

（年）

首都高速道路

９８

（指数）
（1995=100）

一般道路

（年）

（分）

東京圏の交通混雑
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二酸化窒素(Nox)の環境基準達成状況

60%

70%

80%

90%

100%

13 14 15 16 年度

達成割合

首都圏

全国

資料：大気汚染状況報告書（環境省）

首都圏におけるNoxの環境基準達成状況
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札幌市の人口増加率と人口割合
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札幌市の北海道に占める人口割合 札幌市人口増加率 北海道人口増加率

資料：国勢調査（総務省）

手稲町合併

仙台市の人口増加率と人口割合
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仙台市の東北６県に占める人口割合 仙台市人口増加率 東北６県人口増加率

資料：国勢調査（総務省）

宮城町、泉市、秋
保町合併

広島市の人口増加率と人口割合
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資料：国勢調査（総務省）

沼田町、安佐
町ほか計１３町
村合併

五日市町
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湯来町合併

福岡市の人口増加率と人口割合
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資料：国勢調査（総務省）

志賀町、
早良町合併

札仙広福 人口集積
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札幌都市圏

核都市

10％通勤圏

５％、500人通勤圏

凡 例

青森県

秋田県

岩手県

宮城県山形県

福島県

仙台都市圏

札幌／仙台都市圏

出典：国土交通省都市・地域整備局

「都市・地域レポート2005」

（都市圏の設定）

１．核都市の設定方法

ａ）人口10万人以上で、昼間人口/夜間人口が1.00以上の都市を核都市とする。

ｂ）ただし、ａ）の都市で、距離が20ｋｍ以内のものは、1つにまとめる。

２．都市圏の設定方法

核都市ではない市町村について、以下のいずれかの基準に当てはまれば、

その核都市の都市圏に含まれることとする。

ａ）核都市への通勤・通学者が500人以上の市町村。

ｂ）核都市への通勤・通学者/在住通勤通学者が0.05を上回る市町村。

ただし、ａ）、ｂ）の基準により2つ以上の都市圏に含まれる市町村は、

核都市への通勤・通学者の多い方の都市圏に含まれることとする。
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鳥
取
県

岡山県

広島県

島根県

山口県

広島・呉都市圏

福岡県

大分県

熊 本
県

宮崎県

鹿児島県

佐賀県

長崎県

福岡都市圏

広島／福岡都市圏

核都市

10％通勤圏

５％、500人通勤圏

凡 例

出典：国土交通省都市・地域整備局

「都市・地域レポート2005」
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DID地区（広島／岩国都市圏）

資料：平成12年国勢調査人口集中地区境界図（総務省）より国土計画局作成
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DID地区（福岡都市圏）

資料：平成12年国勢調査人口集中地区境界図（総務省）より国土計画局作成
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社会資本ストックの整備状況（対全国シェアの推移）

出典：「日本の社会資本」（内閣府政策統括官・編）より大都市圏計画課作成
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社会資本ストックの整備状況（対全国シェア・毎年度の増分）

出典：「日本の社会資本」（内閣府政策統括官・編）より大都市圏計画課作成
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社会資本ストックの整備状況（補注）

○地域区分：従来の大都市圏整備法・地方開発促進法等を踏まえ、

都道府県を便宜的に以下の通り分類

・北海道

・＜東北＞ 青森、岩手、宮城、秋田、山形、福島、新潟

・＜首都圏＞茨城、栃木、群馬、埼玉、千葉、東京、神奈川、山梨

・＜北陸＞ 富山、石川、福井

・＜東海＞ 長野、岐阜、静岡、愛知、三重

・＜近畿＞ 滋賀、京都、大阪、兵庫、奈良、和歌山

・＜中国＞ 鳥取、島根、岡山、広島、山口

・＜四国＞ 徳島、香川、愛媛、高知

・＜九州＞ 福岡、佐賀、長崎、熊本、大分、宮崎、鹿児島

・沖縄

○前掲のグラフに含まれる社会資本ストックの主要なもの

・道路 ・港湾 ・航空 ・日本国有鉄道（1987年に民営化）

・日本鉄道建設公団等（2003年に独立行政法人に継承）

・地下鉄等 ・日本電信電話公社（1985年に民営化） ・公共賃貸住宅 ・下水道

・廃棄物処理 ・水道 ・都市公園 ・文教 ・治水 ・治山 ・海岸 ・農林漁業

・郵便（2003年公社化） ・国有林 ・工業用水道
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国土形成計画（広域地方計画） 首都圏整備計画 近畿圏整備計画 中部圏開発整備計画 摘要

目的 一体として総合的な国土の形成
（＝利用、整備、保全）

首都圏の総合的な整備 近畿圏の総合的な整備 中部圏の総合的な整備 ・形成⊃整備

対象圏域 ・首都圏（埼玉県、東京都、神奈川県その他政令で
定める県の区域を一体とした区域をいう。）
・近畿圏（京都府、大阪府、兵庫県その他政令で定
める県の区域を一体とした区域をいう。）
・中部圏（愛知県、三重県その他政令で定める県の
区域を一体とした区域をいう。）
・その他自然、経済、社会、文化等において密接な
関係が相当程度認められる二以上の県の区域であつ
て、一体として総合的な国土の形成を推進する必要
があるものとして政令で定める区域

東京都の区域及び政令で定めるその周辺の地域を一体とし
た広域（１都７県）

福井県、三重県、滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良
県及び和歌山県の区域を一体とした広域（２府６県を法
定）

富山県、石川県、福井県、長野県、岐阜県、静岡県、愛知
県、三重県及び滋賀県の区域を一体とした広域（９県を法
定）

・いずれも、県を越える広域
を総合的に整備するために設
定する圏域
・２本立ての計画制度を一本
化するなどの整理は考えられ
ないか

広域
ゾーニング

－ 既成市街地
近郊整備地帯
都市開発区域
近郊緑地保全区域

既成都市区域
近郊整備区域
都市開発区域
近郊緑地保全区域
保全区域

都市整備区域
都市開発区域
保全区域

計画期間
（いずれも
明記せず）

計画期間　10年～15年程度 （基本編）
計画期間　概ね１５年間
（整備編）
計画期間　概ね５年間

（整備計画）
計画期間　概ね１５年間
（建設計画）
計画期間　概ね５年間

（開発整備計画）
計画期間　概ね１５年間
（建設計画）
計画期間　概ね５年間

計画策定
プロセス

○国土交通大臣決定
・国民の意見を反映させるための必要な措置
・国の関係各地方行政機関、関係都府県及び関係指
定都市等により広域地方計画協議会を組織し協議を
経る。その際、学識経験を有する者の意見を聴く。
・関係行政機関の長に協議

○国土交通大臣決定
・関係行政機関の長、関係都県及び審議会の意見を聴いて
決定

（整備計画）
○国土交通大臣決定
・関係府県、関係指定都市及び審議会の意見を聴くととも
に、関係行政機関の長に協議して決定

（建設計画）
○関係府県知事作成、国土交通大臣同意
・関係府県知事が関係市町村長と協議して作成、国土交通
大臣に協議し同意を求める
・国土交通大臣は国土審議会の意見を聴くとともに、関係
行政機関の長に協議して同意を行う

（開発整備計画）
○国土交通大臣決定
・関係県が、その協議により、関係県及び関係指定都市の
知事及び市長並びに議会の議長等より構成される中部圏開
発整備地方協議会の調査審議を経て案を作成し、国土交通
大臣に提出
・国土交通大臣が、案に基づいて計画を作成し、審議会の
意見を聴くとともに、関係行政機関の長に協議して決定

（建設計画）
○関係県知事作成、国土交通大臣同意
・関係県知事が、開発整備計画に基づいて関係市町村長と
協議し、中部圏開発整備地方協議会の意見を聴いて作成。
この場合において、あらかじめ国土交通大臣に協議してそ
の同意を得る
・国土交通大臣は、協議に際しては国土審議会の意見を聴
くとともに、関係行政機関に協議を行わなくてはならない

・国土形成計画においては
国、地方公共団体等が対等な
立場で協議する

実施につい
ての勧告等

国土交通大臣
　→関係行政機関の長
　（勧告）

国土交通大臣
　→関係行政機関の長、関係地方公共団体、関係事業者
　（勧告、報告）

（整備計画）
国土交通大臣
　→関係行政機関の長、関係地方公共団体、関係事業者
　（勧告、報告）

（開発整備計画）
国土交通大臣
　→関係行政機関、関係地方公共団体、関係事業者
　（勧告、報告）

・大都市圏計画は、地方公共
団体や公益事業者主体の事業
も含め、毎年度着実に事業を
実施していくための制度とい
う色彩が濃い

政策評価 （全国計画について、政策評価を義務づけ） － － －

国会報告 － 首都圏白書 －
(ただし、毎年度、実施状況を公表)

－
(ただし、毎年度、実施状況を公表)

国土形成計画（広域地方計画）と各大都市圏整備計画の比較



32

国土形成計画（広域地方計画） 首都圏整備計画 近畿圏整備計画 中部圏開発整備計画 摘要

計画事項 基本編
○首都圏内の人口規模、土地利用の基本的方向その他首都
圏の整備に関して基本となるべき事項

整備計画
○近畿圏内の人口規模、土地利用の基本的方向その他近畿
圏の整備に関して基本となるべき事項
○近郊整備区域、都市開発区域及び保全区域の指定方針
○産業基盤施設、国土保全施設、住宅及び生活環境、教育
施設、観光施設その他の施設で、広域性を有し、かつ根幹
となるべきものとして政令で定めるものの整備

・基本方針、目標の部分は大
きな違いはない

（・河川
　・海岸保全施設
　・砂防設備
　・地すべり防止施設
　・保安施設
　・土地改良事業により新設又は変更されるかんがい
　排水施設
　・水道
・工業用水道

　・工業用地
　・住宅用地及び公営住宅、独立行政法人都市再生機構
　が建設する住宅その他の一団地の住宅
　・下水道
　・一般廃棄物処理施設又は産業廃棄物処理施設
　・都市公園
　・病院で国、独立行政法人国立病院機構、国立大学法
　人等の開設するもの
　・国立学校又は公立学校である大学又は高等専門学校
　・公立図書館、公立博物館その他社会教育又は文化
　活動のための施設で国又は地方公共団体が設置する
　もの
　・職業訓練施設
　・公園計画に係る施設
　・レクリエーション施設
　・文化財の保存のための施設
　・社会福祉事業の用に供する施設で国、地方公共団
　体又は独立行政法人が設置するもの
　・中央卸売市場
　・流通業務市街地における流通業務施設
　・その他近畿圏の整備及び開発のため特に必要と認
　められる施設）

（参考：国土形成計画の計画事項）
①土地、水その他の国土資源の利用及び保全
②海域の利用及び保全
③震災、水害、風害その他の災害の防除及び軽減
④都市及び農山漁村の規模及び配置の調整並びに整
備
⑤産業の適正な立地
⑥交通施設、情報通信施設、科学技術に係る研究施
設その他の重要な公共的施設の利用、整備及び保全
⑦文化、厚生及び観光に関する資源の保護並びに施
設の利用及び整備
⑧国土における良好な環境の創出その他の環境の保
全及び良好な景観の形成

整備編
○既成市街地、近郊整備地帯及び都市開発区域の整備に関
する事項で次に掲げるもののうち、それぞれその根幹とな
るべきもの
・宅地
・道路
・鉄道、軌道、飛行場、港湾等の交通施設
・電気通信等の通信施設
・公園、緑地等の空地
・水道、下水道、汚物処理施設等の供給施設及び処理施設
・河川、水路及び海岸
・住宅等の建築物
・学校等の教育文化施設
・その他首都圏の整備に関する事項で政令で定めるもの
（・中央卸売市場
　・墓地及び火葬場
　・病院等の医療施設
　・文化財の保存のための施設
　・社会福祉施設
　・と畜場
　・駐車場
　・流通業務市街地における流通業務施設等）
○既成市街地、近郊整備地帯及び都市開発区域の整備に関
連して、交通通信体系又は水の供給体系を広域的に整備す
る必要がある場合の施設整備でそれぞれの根幹となるべき
もの（特に必要と認められる首都圏の地域外庭たる者を含
む。）

建設計画＜政策区域ごとに作成＞
○次に掲げる事項につきその大綱を定める
①人口の規模及び労働力の需給
②産業の業種、規模等
③土地の利用
④次に掲げる施設の整備に関する事項
・住宅用地、工場用地等の宅地
・道路、鉄道、軌道、港湾等の交通施設
・公園、緑地等の空地
・水道、工業用水道、下水道、汚物処理施設等の供給施設
及び処理施設
・河川、水路及び海岸
・住宅等の建築物
・学校等の教育文化施設
・その他政令で定める主要な施設
（・通信施設
　・医療施設
　・職業訓練施設
　・その他当該区域を計画的に整備し、又は開発
　するため特に必要と認められる主要な施設）

建設計画＜政策区域ごとに作成＞
○次に掲げる事項につきその大綱を定める
①都市整備区域及び都市開発区域の整備及び開発の基本構
想
②人口の規模及び労働力の需給
③産業の業種、規模等
④土地の利用
⑤次に掲げる施設の整備に関する事項
・道路、鉄道、港湾、空港等の交通及び通信施設
・住宅用地、工場用地等の宅地
・公園、緑地等の空地
・河川、水路及び海岸
・住宅等の建築物
・水道、工業用水道、下水道、汚物処理施設等の供給施設
及び処理施設
・公害の発生の防止
・学校等の教育文化施設
・流通業務市街地における流通業務施設
・その他政令で定める主要な施設
（・防火、防水又は防砂のための施設及び地すべり
　又は林地の荒廃の防止のための施設
　・公園及び緑地
　・道路、鉄道、索道、駐車場及びバスターミナル
　・宿泊施設、食事施設及び休憩施設
　・キャンプ場、水泳場及びスキー場
　・水道、下水道及び汚物処理施設
　・以上掲げる施設に類する施設
　・博物館）

・政策区域ごと、施設ごとの
根幹となるべき施設整備計画
は大都市圏計画特有

開発整備計画
○中部県内の人口規模、土地利用の基本的方向その他中部
圏の開発及び整備に関して基本となるべき事項
○都市整備区域、都市開発区域及び保全区域の指定
○次に掲げる事項で根幹となるべきもの
・道路、鉄道、港湾、空港、運河等の交通施設及び通信施
設
・住宅用地、工場用地等の土地利用
・水資源の開発及び利用
・国土保全施設
・住宅及び生活環境施設
・公害の発生の防止に関する施設その他公害の防止に関す
る事項
・教育文化施設
・観光資源の開発、利用及び保全並びに文化財の保存
・その他中部圏の開発及び整備に関する事項

全国計画を基本として、当該広域地方計画区域にお
ける
①国土の形成に関する方針
②国土の形成に関する目標
③目標を達成するために一の都府県を超える広域の
見地から必要と認められる主要な施策（総合的な国
土の形成を推進するために特に必要があると認めら
れる区域外にわたるものを含む。）に関する事項
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平成２年→平成７年 平成12年→平成17年

1.0％以上減

0.5～1.0％減

0.0～0.5％減

0.0～0.5％増

0.5～1.0％増

1.0～2.0％増

2.0％以上増

年平均人口変化率

首都圏既成市街地及び近郊整備地帯における人口増減

注：市区町村界は平成17年10月１日時点に修正

資料：「国勢調査」（総務省）を基に国土交通省国土計画局が作成
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H12→H17H2→H7

注：市区町村界は平成17年10月１日時点に修正

資料：「国勢調査」（総務省）を基に国土交通省国土計画局が作成

1.0％以上減

0.5～1.0％減

0.0～0.5％減

0.0～0.5％増

0.5～1.0％増

1.0～2.0％増

2.0％以上増

年平均人口変化率

1.0％以上減

0.5～1.0％減

0.0～0.5％減

0.0～0.5％増

0.5～1.0％増

1.0～2.0％増

2.0％以上増

年平均人口変化率

近畿圏既成都市区域及び近郊整備区域における人口増減
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H2→H7

H12→H17

注：市区町村界は平成17年10月１日時点に修正

資料：「国勢調査」（総務省）を基に国土交通省国土計画局が作成

1.0％以上減

0.5～1.0％減

0.0～0.5％減

0.0～0.5％増

0.5～1.0％増

1.0～2.0％増

2.0％以上増

年平均人口変化率

1.0％以上減

0.5～1.0％減

0.0～0.5％減

0.0～0.5％増

0.5～1.0％増

1.0～2.0％増

2.0％以上増

年平均人口変化率

中部圏都市整備区域における人口増減
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6.19

11.48

4.95

3.95

10.42

2.65
3.22

3.92

6.04 6.21

2.55
3.13

3.73

5.54
5.84

0

2

4

6

8

10

12

14

1990 1995 2000 2015 2030

首都圏 近畿圏 中部圏

高齢者数の推移（1990-2030）(百万人)

将来、首都圏においても大規模かつ急速な高齢化の進展が予測される。

ニュータウンのオールドタウン化等が懸念される。

１９９０年

高齢化率推移

11％未満

11～14％未満

14～17％未満

17～20％未満

20～23％未満

23～26％未満

26～29％未満

29～32％未満

32％以上

高齢化率

資料：国勢調査（総務省）及び国立社会保障・人口問題研究所

の推計を基に国土交通省国土計画局作成

高齢化の進展

２０３０年
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図 近郊整備地帯における空き家の内訳 （平成15年）

注：「二次的住宅」とは避暑用等のふだんは人が住
んでいない住宅を指す。
資料：「住宅・土地統計調査」（総務省）により国土
交通省国土計画局作成

図 近郊整備地帯における空き家率の推移
（平成10→15年）

資料：「住宅・土地統計調査」（総務省）により国土交通省
国土計画局作成
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11.0

10.2 10.3

8.0

8.5

9.0

9.5

10.0

10.5

11.0

11.5

12.0

人口減少市区町 その他近郊整備地帯
（人口減少市区町以外）

平成10年 平成15年（％）

65.3

58.7

6.1

5.2

4.7

8.7

23.8

27.4

0 20 40 60 80 100

その他近郊整備地帯

（人口減少市区町以外）

人口減少市区町

　　　賃貸用の住宅 　　　売却用の住宅

　　　二次的住宅 　　　その他の住宅

（％）

[空家数：143,470]

[空家数：674,920]

首都圏近郊整備地帯における空き家の状況
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将来の人口動向(国立社会保障・人口問題研究所の人口推計）と
首都圏近郊整備地帯の自治体の状況

～首都圏の近郊都市へのヒヤリング結果～

人口増加 人口減少（市も人口減少と想定） 人口減少（市は人口増加と想定）

＜５市＞ ＜４市＞ ＜３市＞

・開発により、増加と予想。（１市） ・転出入の人口の変化により、減少と認
識。（２市）

・10～15年後に団塊の世代や少子化によ
り、減少に転じると想定。（３市）

・団塊の世代・高齢化などにより、増加か
ら減少に転じると想定。（２市）

－ 当面の問題　（１市） 当面の問題　（１市）

－ 当面の問題　（２市） 当面の問題　（１市）

人口増加に対して不足　（２市） 人口増加に対して不足（１市）

人口減少による維持困難　（２市） 人口減少による維持困難　（２市）

開発による拡大　（２市） 開発による拡大（１市）
開発による拡大（１市）

開発を抑制（１市） 開発を抑制（１市） 生産緑地の転用（１市）

実施中　（３市） 実施中　（３市） 実施中　（３市）

計画あり　（１市） 計画あり（１市） 計画あり（１市）

新設（３市） 新設（１市） 新設（１市）

市独自のバス運行あり（４市） 市独自のバス運行あり（３市）

・住宅開発による人口増加に対して、公
共施設の配置や交通機関の見直し等が必
要となる。民間開発のコントロールが問
題

・過去の質の低い宅地開発により形成さ
れた住宅地が魅力に欠けているため、若
年層の転出が進む

・農地の荒廃（後継者不足）(５)当面・中長期の問題

住宅地開発

・開発や交通機関の整備により増加と想
定。（３市）

(４)市民生活

①医療施設

(３)市街地・土地利用の状況

③施設・サービス

①地域経済の衰退

(１)自治体の人口想定

市独自のバス運行あり（２市）

②税収の減少

②交通機関

市街化など

(２)自治体の問題認識
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大都市圏における大規模低密度利用地の状況について

出典：国土交通省都市・地域整備局資料 「大都市圏における大規模低密度利用地」
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（単位：K㎡）

区域面積
緑地面積
(昭和51年)

平成９年まで
に減少した
緑地面積

昭和51年の緑
地面積対する

減少率(％)

既成市街地 1,239 92 45 49.2

近郊整備地帯 7,277 4,100 448 10.9

首都圏における緑地の減少面積
（昭和51年～平成9年の緑地の減少面積）

出典：国土数値情報

近畿圏における緑地の減少

（昭和５１年～平成９年の緑地の減少率）

首都圏における緑地の減少

（昭和５１年～平成９年の緑地の減少率）

首都圏近郊整備地帯等における緑地の減少状況
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首都圏における水害密度の状況

資料：「水害統計」（国土交通省）により国土計画局作成
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東京圏

H元

注１：水害密度は営業停止損失分を含む

注２：経年比較のため平成7年価格にて算出

資料：船橋市

千葉県船橋市における浸水被害状況

資料：国土交通省

都市型水害のイメージ

平成15年10月13日

首都圏では、水害密度＊が全国平均より高い値を示している。

近年、例年の約２倍もの数値を示しており上昇傾向にある。

集中豪雨による都市型水害も発生している。

＊水害密度

宅地等が水害により被った単位浸水面積当たりの一般資産被害額

水害密度の推移（過去５ヶ年平均）
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○大都市圏に集中する密集市街地
・危険な密集市街地は、首都圏及び近畿圏で全国の９割

○密集市街地を中心に甚大な地震被害
・想定される焼失家屋分布は、密集市街地の分布とほぼ一致

→建物被害の約８割、人命被害の半数以上は火災が原因

（出典）首都直下地震対策専門調査会資料

【焼失家屋の分布】

例：東京湾北部地震Ｍ７．３（冬夕方１８時、風速１５m/s）の場合

※500mメッシュ毎

の焼失棟数

○大都市圏に集中する密集市街地
・危険な密集市街地は、首都圏及び近畿圏で全国の９割

○密集市街地を中心に甚大な地震被害
・想定される焼失家屋分布は、密集市街地の分布とほぼ一致

→建物被害の約８割、人命被害の半数以上は火災が原因

（出典）首都直下地震対策専門調査会資料

【焼失家屋の分布】

例：東京湾北部地震Ｍ７．３（冬夕方１８時、風速１５m/s）の場合

※500mメッシュ毎

の焼失棟数

42.0 ニューヨーク

92.0 92.0 大阪・神戸・京都大阪・神戸・京都

100.0 ロサンゼルス

167.0 サンフランシスコ

710.0 710.0 東京・横浜東京・横浜

リスク指数都市

42.0 ニューヨーク

92.0 92.0 大阪・神戸・京都大阪・神戸・京都

100.0 ロサンゼルス

167.0 サンフランシスコ

710.0 710.0 東京・横浜東京・横浜

リスク指数都市

【大都市における災害危険度】

（出典）ﾐｭﾝﾍﾝ再保険会社ｱﾆｭｱﾙﾚﾎﾟー ﾄ
※リスク指数は、(1)地震、台風等の発生危険性、

(2)住宅の構造特性、住宅密度、都市の安全対
策水準をもとにした脆弱性、(3)経済上の影響規

模の３つの指標からなる。日本の大都市は特に
(1)及び(3)の災害危険度が高い。

大都市圏に集中する密集市街地
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東京湾（横浜市～千葉市） 伊勢湾（川越町～東海市） 大阪湾（芦屋市～大阪市）

面積 116km2
人口 176万人

面積 336km2
人口 90万人

面積 124km2
人口 138万人

■：T.P.±0m以下
■：朔望平均満潮位以下
■：計画高潮位(HHWL)以下

※河川・湖沼等の水面の面積については含まない
※国土数値情報をもとに作成

３次メッシュ（1km×1km）の標高情報が潮位を下回るものを図示
面積、人口の集計は３次メッシュデータにより行っている

面積 577km2
人口 404万人

三大湾合計

ゼロメートル地帯の現状

三大湾における高潮危険地域

出典：ゼロメートル地帯の高潮対策検討会資料（国土地理院地図を元に国土交通省が作成）

＊面積、人口は朔望平均満潮位以下の数値



58

中部圏都市整備区域における水害履歴地の土地利用状況

◎ 名古屋市

0km2 >(減少)
0-0.1km2

0.1-0.3km2

0.3km2 <

都市的土地利用面積の変化
（昭和５１年→平成９年）

水害履歴地
※国土数値情報土地利用メッシュの面積項目

（田、その他農用地、森林、荒地、建物用地、
幹線交通用地、その他の用地河川及び湖沼、
海浜、海水域、ゴルフ場）のうち「建物用地、
幹線交通用地、その他の用地」を都市的土
地利用として分類。各メッシュ（１km2 ）ごとの

都市的土地利用面積の変化を確認。

水害履歴地： 「天白川はじめ７河川」浸水実績図（愛知県ほか）より

対象洪水：Ｓ49.7,Ｓ50.7,Ｓ51.9,H3.9台風豪雨,H12.9豪雨
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首都圏の都市環境インフラのグランドデザイン
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出典：経済財政諮問会議 ２１世紀ビジョン生活・地域ＷＧ第６回

藻谷浩介委員提出資料

市町村の財政力と高齢化水準




